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令　和　５　年　度　　池　田　町　下　水　道　事　業　会　計　予　算

第 １ 条 　令和５年度池田町下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

第 ２ 条 　業務の予定量は、次のとおりとする。

（１） 2,416 戸

（２） 474,864 ｍ3

（３） 1,301 ｍ3

（４）

イ 159,830 千円

ロ 11,069 千円

ハ 605 千円

第 ３ 条 　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

369,671 千円

109,144 千円

260,527 千円

360,824 千円

351,865 千円

8,409 千円

50 千円

500 千円

支 出

（ 総 則 ）

（ 業 務 の 予 定 量 ）

（収益的収入及び支出）

第 １ 款

一 日 平 均 有 収 水 量

収 入

下 水 道 事 業 収 益

接 続 戸 数

年 間 有 収 水 量

主 要 な 建 設 改 良 事 業

第 １ 項

第 ２ 項

営 業 収 益

営 業 外 収 益

管 渠 建 設 事 業

固 定 資 産 購 入 事 業

処 理 場 改 良 事 業

第 １ 款

第 ４ 項 予 備 費

第 ２ 項

第 ３ 項

営 業 費 用

営 業 外 費 用

特 別 損 失

下 水 道 事 業 費 用

第 １ 項

－ １ －



－ ２ －

第 ４ 条 　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額134,978千円は、当年度分

消費税及び地方消費税資本的収支調整額1,567千円、当年度分損益勘定留保資金86,298千円及び繰越利益剰余金処分額47,113千円で

補てんするものとする。）。

179,390 千円

60,700 千円

41,830 千円

71,000 千円

5,647 千円

213 千円

314,368 千円

171,504 千円

142,864 千円

第 ５ 条 　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

政府資金または金融機関等の
融通条件による。

（ただし、利率見直し方式で ただし、町財政の都合により
借り入れる政府資金または金 据置期間及び償還期限を短縮
融機関等の資金について、利 し、もしくは繰上償還又は低
率の見直しを行った後におい 利債に借換えすることができ
ては、当該見直し後の利率） る。

建 設 改 良 費

資 本 費 平 準 化 債

償 還 の 方 法利 率

６．０％以内

証 書 借 入

限 度 額 起 債 の 方 法

（ 企 業 債 ）

第 ３ 項 国 庫 支 出 金

第 ５ 項

第 ４ 項 他 会 計 負 担 金

負 担 金 及 び 分 担 金

過 疎 対 策 事 業

1,200 千円

29,700 千円

支 出

出 資 金

起 債 の 目 的

第 ２ 項 企 業 債 償 還 金

下 水 道 事 業 29,800 千円

第 １ 款 資 本 的 支 出

第 １ 項

（資本的収入及び支出）

第 １ 項

第 １ 款 資 本 的 収 入

収 入

企 業 債

第 ２ 項



第 ６ 条 　一時借入金の限度額は、300,000千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第 ７ 条 　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１）

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第 ８ 条 　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費

の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

（１） 39,482 千円

　

第 ９ 条 　下水道事業の経営安定のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、127,476千円である。

第 10 条 　繰越利益剰余金のうち47,113千円は、次のとおり処分するものと定める。

（１） 47,113 千円

（他会計からの補助金）

（ 一 時 借 入 金 ）

消費税及び地方消費税に不足が生じた場合における営業費用及び営業外費用の間の流用。

（ 利 益 剰 余 金 の 処 分 ）

建 設 改 良 積 立 金

職 員 給 与 費

－ ３ －



－ ４ －

令 和 ５ 年 度　　池 田 町 下 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

収　益　的　収　入　及　び　支　出

収　　入 （単位 千円）

款 項 目 予　定　額 備　　　　　考

1 下 水 道 事 業 収 益 369,671

１ 営 業 収 益 109,144

１ 下 水 道 使 用 料 102,019 １ 102,019

家 事 用 70,883

業 務 用 15,082

工 業 用 2,784

浴 場 営 業 用 318

そ の 他 用 12,952

２ 他 会 計 負 担 金 6,724 １ 6,724

雨 水 処 理 負 担 金 6,724

３ そ の 他 の 営 業 収 益 401 １ 1

２ 400貸 付 金 回 収 金

諸 収 入

下 水 道 使 用 料

一 般 会 計 負 担 金



（単位 千円）

款 項 目 予　定　額 備　　　　　考

２ 営 業 外 収 益 260,527

１ 受 取 利 息 及 び 配 当 金 1 １ 1

２ 他 会 計 補 助 金 127,476 １ 127,476

分流式下水道経費補助金 51,805

水 質 規 制 費 補 助 金 2,853

水洗便所等普及費補助金 1,427

不 明 水 処 理 費 補 助 金 1,000

高資本費対策経費補助金 60,000

過 疎 債 償 還 金 補 助 金 151

児 童 手 当 補 助 金 240

負 担 軽 減 補 助 金 10,000

３ 他 会 計 負 担 金 5,705 １ 5,705

水 道 会 計 負 担 金 5,705

４ 国 庫 補 助 金 7,500 １ 7,500

社会資本整備総合交付金 7,500

５ 長 期 前 受 金 戻 入 113,006 １ 113,006

６ 雑 収 益 2 １ 1

２ 1

７ 修 繕 引 当 金 戻 入 益 1 １ 1

８ 消費税及び地方消費税 6,836 １ 6,836

還 付 金

長 期 前 受 金 戻 入

預 金 利 息

企 業 会 計 負 担 金

一 般 会 計 補 助 金

下 水 道 事 業 補 助 金

消費税及び地方消費税還付金

そ の 他 雑 収 益

不 用 品 売 却 収 益

修 繕 引 当 金 戻 入 益

－ ５ －



－ ６ －

支　　出 （単位 千円）

款 項 目 予　定　額 備　　　　　考

１ 下 水 道 事 業 費 用 360,824

１ 営 業 費 用 351,865

１ 管 渠 費 8,746 １ 73

２ 172

３ 1,595

４ 825

５ 880

６ 2,058

７ 3,143

２ 処 理 場 費 115,752 １ 8,686

２ 5,555

扶 養 手 当 258

住 居 手 当 462

通 勤 手 当 48

時 間 外 勤 務 手 当 2,019

期 末 勤 勉 手 当 2,504

寒 冷 地 手 当 264

３ 1,205

４ 4,471

共 済 組 合 負 担 金 3,092

退 職 手 当 組 合 負 担 金 1,347

公務災害補償基金負担金 23

労 災 保 険 料 9

５ 241

６ 616

７ 92

費 用 弁 償 24

普 通 旅 費 68

８ 536

法 定 福 利 費

委 託 料

手 数 料

工 事 請 負 費

賞 与 引 当 金 繰 入 額

修 繕 費

動 力 費

賞与法定福利費引当金繰入額

報 酬

旅 費

備 消 品 費

光 熱 水 費

給 料

手 当

通 信 運 搬 費



（単位 千円）

款 項 目 予　定　額 備　　　　　考

９ 360

10 849

11 44

12 42,290

13 957

14 48

15 27,126

16 1

17 18,438

18 3,691

19 40

20 18

21 488

３ 業 務 費 4,413 1 4,413

４ 総 係 費 23,650 １ 4,472

２ 2,985

扶 養 手 当 318

住 居 手 当 180

時 間 外 勤 務 手 当 837

期 末 勤 勉 手 当 1,278

寒 冷 地 手 当 132

児 童 手 当 240

３ 643

４ 2,413

共 済 組 合 負 担 金 1,706

退 職 手 当 組 合 負 担 金 694

公務災害補償基金負担金 13

５ 129

燃 料 費

動 力 費

薬 品 費

公 課 費

賞与法定福利費引当金繰入額

修 繕 引 当 金 繰 入 額

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料

光 熱 水 費

負 担 金

賞 与 引 当 金 繰 入 額

給 料

手 当

使 用 料 及 び 賃 借 料

修 繕 費

法 定 福 利 費

保 険 料

負 担 金

－ ７ －



－ ８ －

（単位 千円）

款 項 目 予　定　額 備　　　　　考

６ 22

７ 2

８ 6

９ 1

10 12,370

11 35

12 72

13 400

14 100

５ 減 価 償 却 費 196,563 １ 17,009

２ 137,929

３ 41,249

４ 376

６ 資 産 減 耗 費 2,741 １ 2,741

２ 営 業 外 費 用 8,409

１ 支 払 利 息 及 び 8,406 １ 7,906

企 業 債 取 扱 諸 費 ２ 500

２ 消費税及び地方消費税 1 １ 1

３ 雑 支 出 2 １ 1

２ 1

３ 特 別 損 失 50

１ 過 年 度 損 益 修 正 損 50 １ 50

４ 予 備 費 500

１ 予 備 費 500 １ 500

福 利 厚 生 費

固 定 資 産 除 却 費

企 業 債 利 息

負 担 金

保 険 料

建 物 減 価 償 却 費

構 築 物 減 価 償 却 費

機 械 及 び 装 置 減 価 償 却 費

工具器具及び備品減価償却費

一 時 借 入 金 利 息

国 庫 支 出 金 返 納 金

手 数 料

印 刷 製 本 費

使 用 料 及 び 賃 借 料

補 償 費

予 備 費

貸 付 金

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

そ の 他 雑 支 出

消 費 税 及 び 地 方 消 費 税

下 水 道 使 用 料 等 還 付 金



資　本　的　収　入　及　び　支　出

収　　入 （単位 千円）

款 項 目 予　定　額 備　　　　　考

１ 資 本 的 収 入 179,390

１ 企 業 債 60,700

１ 建 設 企 業 債 59,500 １ 59,500

２ 資 本 費 平 準 化 債 1,200 １ 1,200

２ 出 資 金 41,830

１ 他 会 計 出 資 金 41,830 １ 41,830

企 業 債 償 還 元 金 出 資 金 41,830

３ 国 庫 支 出 金 71,000

１ 国 庫 補 助 金 71,000 １ 71,000

社会資本整備総合交付金 71,000

４ 他 会 計 負 担 金 5,647

１ 他 会 計 負 担 金 5,647 １ 5,647

水 道 会 計 負 担 金 5,647

５ 負担金及び分担金 213

１ 受 益 者 負 担 金 87 １ 87

２ 受 益 者 分 担 金 126 １ 126受 益 者 分 担 金

下 水 道 事 業 補 助 金

受 益 者 負 担 金

他 会 計 負 担 金

建 設 企 業 債

一 般 会 計 出 資 金

資 本 費 平 準 化 債

－ ９ －



－ １０  －

支　　出 （単位 千円）

款 項 目 予　定　額 備　　　　　考

１ 資 本 的 支 出 314,368

１ 建 設 改 良 費 171,504

１ 処 理 場 改 良 費 159,830 １ 176

普 通 旅 費 176

２ 54

３ 63,000

実 施 設 計 委 託 料 11,000

機 器 価 格 調 査 委 託 料 1,000

再 構 築 基 本 設 計 委 託 料 21,000

Ｂ Ｃ Ｐ 計 画 策 定 委 託 料 6,000

浸水防止区域図策定委託料 24,000

４ 96,600

マンホールポンプ所更新工事 90,000

受 変 電 設 備 修 繕 工 事 6,600

２ 管 渠 建 設 費 11,069 １ 3,627

２ 2,650

扶 養 手 当 78

住 居 手 当 348

時 間 外 勤 務 手 当 674

期 末 勤 勉 手 当 1,418

寒 冷 地 手 当 132

３ 1,789

共 済 組 合 負 担 金 1,216

退 職 手 当 組 合 負 担 金 563

公務災害補償基金負担金 10

４ 3,000

５ 3

３ 固 定 資 産 購 入 費 605 １ 605

工具器具及び備品購入費 605

２ 企 業 債 償 還 金 142,864

１ 企 業 債 償 還 金 142,864 １ 142,864

手 当

工 事 請 負 費

負 担 金

固 定 資 産 購 入 費

企 業 債 償 還 金

法 定 福 利 費

旅 費

備 消 品 費

委 託 料

工 事 請 負 費

給 料



（単位　千円）

１ ２

445 △ 156,658

196,563 5,647

100 負担金及び分担金による収入 213

0 国庫補助金による収入 64,545

1 0

△ 5,000 投資活動によるキャッシュ・フロー △ 86,253

1,848

△ 1,719

370 ３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

△ 344 60,700

△ 113,006 △ 142,864

△ 1 一般会計からの出資による収入 41,830

8,406 財務活動によるキャッシュ・フロー △ 40,334

2,741

△ 6,811 資金減少額 △ 54,900

△ 3,501 資金期首残高 83,386

0 資金期末残高 28,486

80,092

1

△ 8,406

71,687

修繕引当金の増加額

修繕引当金の減少額

利息及び配当金の受取額

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

固定資産除却損

未収金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

預り金の増減額（△は減少）

小計

賞与法定福利費引当金の増加額

賞与法定福利費引当金の減少額

長期前受金戻入額

受取利息及び受取配当金

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

支払利息

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

賞与引当金の増加額

長期前受金の増加額

賞与引当金の減少額

減価償却費 一般会計及び水道事業会計からの繰入金による収入

貸倒引当金の増加額

貸倒引当金の減少額

令 和 ５ 年 度　池 田 町 下 水 道 事 業 予 定 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）

業務活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は純損失） 有形固定資産の取得による支出

－ １１ －



－ １２ －

１．総　　　　括

本年度

前年度

比 較 378 168 1,923 △ 528 △ 40

40 6,420 410 180

628 118 60

7,048 528 240

276 822 48 1,607 528

654 990 48 3,530

（千円） （千円） （千円） （千円）

手 当 手 当 手 当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

手 当 手 当 手 当 手 当 手 当 特別勤務手当

管 理 職 員 期 末 勤 勉 寒 冷 地 児 童

3,164 104 3,268

手

当

の

内

訳

区 分

扶 養 住 居 通 勤 時間外勤務 管 理 職

合　　　　　　　　　　計 8 449 2,707

2,968

資 本 勘 定 支 弁 職 員 323 128 451 △ 151 300

36,214

比

較

損 益 勘 定 支 弁 職 員 8 126 2,579 2,713 255

1,940 7,766

合　　　　　　　　　　計 5 608 16,336 10,331 27,275 8,939

21,449 6,999 28,448

資 本 勘 定 支 弁 職 員 1 3,304 2,522 5,826

30,439 9,043 39,482

前

年

度

損 益 勘 定 支 弁 職 員 4 608 13,032 7,809

合　　　　　　　　　　計 5 616 16,785 13,038

31,416

資 本 勘 定 支 弁 職 員 1 3,627 2,650 6,277 1,789 8,066

（千円）

本

年

度

損 益 勘 定 支 弁 職 員 4 616 13,158 10,388 24,162 7,254

手　　当 計 福 　利 　費

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書

区　　　　　　　　　　　分

職　　員　　数 給 与 費 法  　　  定
合　　計

特別職 一般職 報　　酬 給　　料



ア　会計年度任用職員以外の職員

本年度

前年度

比 較 378 168 1,923 △ 528 △ 40

40 6,420 410 180

628 118 60

7,048 528 240

276 822 48 1,607 528

654 990 48 3,530

（千円） （千円） （千円） （千円）

手 当 手 当 手 当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

手 当 手 当 手 当 手 当 手 当 特別勤務手当

管 理 職 員 期 末 勤 勉 寒 冷 地 児 童

3,156 104 3,260

手

当

の

内

訳

区 分

扶 養 住 居 通 勤 時間外勤務 管 理 職

合　　　　　　　　　　計 449 2,707

2,960

資 本 勘 定 支 弁 職 員 323 128 451 △ 151 300

35,597

比

較

損 益 勘 定 支 弁 職 員 126 2,579 2,705 255

1,940 7,766

合　　　　　　　　　　計 4 16,336 10,331 26,667 8,930

20,841 6,990 27,831

資 本 勘 定 支 弁 職 員 1 3,304 2,522 5,826

29,823 9,034 38,857

前

年

度

損 益 勘 定 支 弁 職 員 3 13,032 7,809

合　　　　　　　　　　計 4 16,785 13,038

30,791

資 本 勘 定 支 弁 職 員 1 3,627 2,650 6,277 1,789 8,066

（千円）

本

年

度

損 益 勘 定 支 弁 職 員 3 13,158 10,388 23,546 7,245

手　　当 計 福 　利 　費

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

区　　　　　　　　　　　分

職　　員　　数 給 与 費 法  　　  定
合　　計

特別職 一般職 報　　酬 給　　料

－ １３ －



－ １４ －

イ　会計年度任用職員

本年度

前年度

比 較

※（　）内は第１号会計年度任用職員（外書き）

(8)(8) (8)

(8) (8)

(9) (617)

(1) (608) (608) (9) (617)

(1) (608) (608)

(9) (625)(1) (616) (616)

(9) (625)(1) (616) (616)
本

年

度
前

年

度
比

較

手

当

の

内

訳

区 分

合　　　　　　　　　　計
(8)

資 本 勘 定 支 弁 職 員

損 益 勘 定 支 弁 職 員

合　　　　　　　　　　計

資 本 勘 定 支 弁 職 員

損 益 勘 定 支 弁 職 員

合　　　　　　　　　　計

資 本 勘 定 支 弁 職 員

（千円）

損 益 勘 定 支 弁 職 員

手　　当 計 福 　利 　費

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

区　　　　　　　　　　　分

職　　員　　数 給 与 費 法  　　  定
合　　計

特別職 一般職 報　　酬 給　　料



２．給料及び手当の増減額の明細

ア 会計年度任用職員以外の職員

平均昇給率 ％

職員数の異動状況

３．給料及び手当の状況

（１）職員1人当たり給与

2

2

平 均 給 料 月 額 （円）

平 均 年 齢 （歳） 47.5

339,625

平 均 年 齢 （歳） 47.7

令和4年1月1日現在 平 均 給 与 月 額 （円） 375,000

平 均 給 与 月 額 （円） 373,400

平 均 給 料 月 額 （円） 339,775

そ の 他 の 増 減 分 2,625 職員異動等による増減 2,625

一 般 行 政 職区 分

会計転出 退職

会計転入 採用

手 当 2,707
82

期末勤勉手当の改正によ
る増

82

給与改定の状況 実施時期 令和4年4月1日

改 定 率 0.31％

昇 給 に 伴 う 増 加 分 485
0.38

備 考
(千円) (千円) (千円)

給 料 449 給与改定に伴う増減分

令和5年1月1日現在

区 分
増減額 増 減 事 由 別 内 訳 説 明

そ の 他 の 増 減 分 △ 36 職員異動等による増減 △ 36

制度改正に伴う増減分

－ １５ －



－ １６ －

（２）初任給

（３）級 別 職 員 数

級 級 級 級

６

５

４

３

２

１

計 計 計 計

級 級 級 級

６

５

４

３

２

１

計 計 計 計4 100.0

現　在 3 75.0

令和4年1月1日

構成比(％) 職員数(人) 構成比(％) 職員数(人) 構成比(％)

1 25.0

区　　　　分
一 般 行 政 職

職員数(人) 構成比(％) 職員数(人)

4 100.0

現　在 3 75.0

令和5年1月1日 1 25.0

構成比(％) 職員数(人) 構成比(％)
区　　　　分

一 般 行 政 職

職員数(人) 構成比(％) 職員数(人) 構成比(％) 職員数(人)

大 学 卒 185,200 大 学 卒 185,200

区 分 　一般行政職　（円）
一 般 会 計 の 制 度

区 分 　一般行政職　（円）

高 校 卒 154,600 高 校 卒 154,600



（級別の標準的な職務内容）

（４）昇 給

(Ａ)
(Ｂ)
１号俸
２号俸
３号俸
４号俸
５号俸
６号俸
７号俸
８号俸

(Ａ)
(Ｂ)
１号俸
２号俸
３号俸
４号俸
５号俸
６号俸
７号俸
８号俸

比　率　（Ｂ）／（Ａ） (％) 75.0 75.0
(人)
(人)
(人)
(人)

昇給号俸数内訳
(人) 3 3
(人)
(人)
(人)
(人) 3 3

前
　
年
　
度

職 員 数 (人) 4 4
昇給に係る職員数

比　率　（Ｂ）／（Ａ） (％) 75.0 75.0
(人)
(人)
(人)
(人) 1 1

昇給号俸数内訳
(人) 2 2
(人)
(人)

昇給に係る職員数 (人) 3 3

本
　
年
　
度

職 員 数 (人) 4 4

(人)

務

区　　　　　分 合　　計
代　表　的　な　職　種

一般行政職

酒研究所長の職務
(3) 会計管理者の職

務 これらに相当する職 に相当する職務
務 (2) ブドウ・ブドウ

を所掌する課長若し
る業務を行う職 職務 (2) 課長、主幹又は くは主幹又はこれら

行う職務　　　 経験を必要とす はこれらに相当する れに相当する職務

６　　　級
一 般 行 政 職 定型的な業務を 高度の知識又は 主任の職務 係長若しくは主査又 (1) 課長補佐又はこ (1) 特に重要な業務
区　　　分 １　　　級 ２　　　級 ３　　　級 ４　　　級 ５　　　級

－ １７ －



－ １８ －

（５）特殊勤務手当

（６）期末手当・勤勉手当

（７）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

（８）その他の手当

住　　居　　手　　当 同じ

通　　勤　　手　　当 同じ

区　　　　　　　　分 一　般　会　計　の　制　度　と　の　異　同 差　　異　　の　　内　　容

扶　　養　　手　　当 同じ

一 般 会 計 と 同 じ

一般 会計の制度
24.586875 33.270750 47.709000 47.709000

定年前早期退職特例措置

（ 支 給 率 等 ） （２％～45％加算）

備　　　　　　　　考
（月分） （月分） （月分） （月分）

支 給 率 等 24.586875 33.270750 47.709000 47.709000

区 分
20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度

その他の加算措置等

前 年 度 2.150 2.150 4.30 有

一般 会計の制度 2.200 2.200 4.40 有

級等による加算措置

本 年 度 2.200 2.200 4.40 有

代表的な特殊勤務手当の名称

区 分
支  給  期  別  支  給  率 支給率計 職制上の段階、職務の

備　　　　　　　　考
６月（月分） 12月（月分） （月 分）

(令和　年　月　日現在)

支 給 対 象 職 員 １ 人 当 た り

平 均 支 給 月 額 (円)

支給対象職員の比率 (％)

地　　域　　手　　当 同じ

区 分 全 職 種 職 種 職 種 職 種

給料総額に対する比率 (％)



債　務　負　担　行　為　に　関　す　る　調　書

期 間 金 額 期 間 金 額 営 業 収 益

千円

自 家 用 電 気 工 作 物

保 安 管 理 業 務 委 託

事 項 限 度 額

前 年 度 末 ま で の 当 該 年 度 以 降 の
左の財源内訳

支 払 義 務 発 生 （ 見 込 ） 額 支 払 義 務 発 生 予 定 額

590令和２年度～令和４年度 885

千円 千円 千円

1,475 令和５年度～令和６年度 590

－ １９ －



－ ２０ －

（単位　千円）

１

（１）

イ 362,557

△ 85,043 277,514

ロ 3,353,574

△ 687,513 2,666,061

ハ 962,774

△ 185,595 777,179

ニ 4,362

△ 1,202 3,160

ホ 8,249

△ 7,164 1,085

へ 32,280

3,757,279

（２）

イ 216

216

3,757,495

２

（１） 28,486

（２） 17,557

△ 567 16,990

45,476

3,802,971

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

工 具 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

車 両 及 び 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

令　和　５　年　度　　池　田　町　下　水　道　事　業　予　定　貸　借　対　照　表

（令和６年３月３１日）

資　　　産　　　の　　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産



３

（１）

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 868,780

868,780

（２）

イ 0

0

868,780

４

（１）

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 147,525

147,525

（２） 500

（３）

イ 1

ロ 1,848

ハ 370

2,219

（４） 0

150,244

５

（１）

イ 87,568

△ 15,486 72,082

ロ 315,341

△ 65,707 249,634

ハ 1,914,693

△ 392,446 1,522,247

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額

企 業 債

引 当 金

預 り 金

受 贈 財 産 評 価 額

工 事 負 担 金

国 庫 補 助 金

引 当 金 合 計

負　　　債　　　の　　　部

固 定 負 債

引 当 金

修 繕 引 当 金

固 定 負 債 合 計

未 払 金

企 業 債

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計

企 業 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

流 動 負 債

賞 与 引 当 金

賞 与 法 定 福 利 費 引 当 金

修 繕 引 当 金

流 動 負 債 合 計

－ ２１ －



－ ２２ －

ニ 349,481

△ 76,330 273,151

ホ 28,069

△ 919 27,150

2,144,264

2,144,264

3,163,288

６

（１）

イ 313,756

ロ 239,744

553,500

553,500

７

（１）

イ 86,183

86,183

86,183

639,683

3,802,971

一 般 会 計 負 担 金

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額

企 業 会 計 負 担 金

長 期 前 受 金 合 計

資　　　本　　　の　　　部

資 本 金 合 計

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額

資 本 金

繰 延 収 益 合 計

剰 余 金

負 債 合 計

資 本 金 合 計

繰 入 資 本 金

資 本 金

固 有 資 本 金

負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

資 本 合 計

剰 余 金 合 計



令 和 ４ 年 度　池 田 町 下 水 道 事 業 予 定 損 益 計 算 書

（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）

（単位　千円）

１

（１）下 水 道 使 用 料 93,536

（２）他 会 計 負 担 金 6,994

（３）そ の 他 の 営 業 収 益 401 100,931

２

（１）管 渠 費 7,695

（２）処 理 場 費 75,414

（３）業 務 費 4,726

（４）総 係 費 23,597

（５）減 価 償 却 費 199,522

（６）資 産 減 耗 費 51 311,005

210,074

３

（１）受 取 利 息 及 び 配 当 金 1

（２）他 会 計 補 助 金 113,782

（３）他 会 計 負 担 金 5,693

営 業 収 益

営 業 費 用

営 業 損 失

営 業 外 収 益

－ ２３ －



－ ２４ －

（４）国 庫 補 助 金 0

（５）長 期 前 受 金 戻 入 113,228

（６）雑 収 益 210

（７）修 繕 引 当 金 戻 入 益 5,000 237,914

４

（１）支払利息及び企業債取扱諸費 10,392

（２）雑 支 出 128 10,520 227,394

17,320

５

（１）過 年 度 損 益 修 正 損 50 50

６

（１）予 備 費 500 500 △ 550

16,770

68,968

85,738

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

営 業 外 費 用

経 常 利 益

予 備 費

当 年 度 純 利 益

特 別 損 失



（単位　千円）

１

（１）

イ 362,557

△ 68,034 294,523

ロ 3,342,778

△ 549,584 2,793,194

ハ 820,194

△ 144,346 675,848

ニ 3,833

△ 826 3,007

ホ 8,249

△ 7,164 1,085

へ 32,268

3,799,925

（２）

イ 216

216

3,800,141

２

（１） 83,386

（２） 10,746

△ 467 10,279

93,665

3,893,806

令　和　４　年　度　　池　田　町　下　水　道　事　業　予　定　貸　借　対　照　表

（令和５年３月３１日）

資　　　産　　　の　　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

車 両 及 び 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

－ ２５ －



－ ２６ －

３

（１）

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 955,606

955,606

（２）

イ 0

0

955,606

４

（１）

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 142,863

142,863

（２） 4,001

（３）

イ 5,000

ロ 1,719

ハ 344

7,063

（４） 0

153,927

５

（１）

イ 87,568

△ 12,389 75,179

ロ 315,128

△ 52,556 262,572

ハ 1,850,148

△ 311,276 1,538,872

負　　　債　　　の　　　部

固 定 負 債

企 業 債

企 業 債 合 計

引 当 金

修 繕 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

企 業 債 合 計

未 払 金

引 当 金

修 繕 引 当 金

賞 与 引 当 金

賞 与 法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

預 り 金

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額

国 庫 補 助 金

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

受 贈 財 産 評 価 額

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額

工 事 負 担 金



ニ 349,481

△ 61,144 288,337

ホ 22,422

△ 517 21,905

2,186,865

2,186,865

3,296,398

６

（１）

イ 313,756

ロ 197,914

511,670

511,670

７

（１）

イ 85,738

85,738

85,738

597,408

3,893,806

一 般 会 計 負 担 金

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額

長 期 前 受 金 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　　　本　　　の　　　部

企 業 会 計 負 担 金

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額

資 本 金

資 本 金

固 有 資 本 金

繰 入 資 本 金

資 本 金 合 計

資 本 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

剰 余 金

利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

－ ２７ －



－ ２８ －

１

（１）
① 有形固定資産
定額法による。
主な耐用年数

建物 　８年～５０年
構築物 １０年～５０年
機械及び装置 １０年～２０年
車両及び運搬具 　４年～　５年
工具器具及び備品 　３年～１５年

② 無形固定資産

（２）引当金の計上方法
① 貸倒引当金

② 修繕引当金
　池田町下水道事業が所有する施設、設備等の通常の修繕に備えて、必要に応じその都度修繕費相当額を計上する。

③ 退職給付引当金

④ 賞与引当金及び賞与法定福利費引当金

（３）

２ 予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記
　当年度に該当事項はない。

年度の負担に属する額を計上している。

消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

固定資産の減価償却の方法

非償却資産であるため減価償却しない。

　債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上している。

　職員の退職手当は、池田町下水道事業会計が毎期支出する退職手当組合に対する普通負担金及び事前納付金を除き、一般会計がその全部
を負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。

　職員の期末手当・勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、当事業年度末における支給見込み額に基づき、当事業

池　田　町　下　水　道　事　業　会　計　予　算　注　記

重要な会計方針に係る事項に関する注記



３ 予定貸借対照表等に関する注記
（１）

①　令和４年度予定（令和５年３月３１日）

②　令和５年度予定（令和６年３月３１日）

４

５

（１）

①　令和５年度予定（令和６年３月３１日）　修繕引当金の目的使用による取り崩しについて

②　令和４年度予定（令和５年３月３１日）　賞与引当金及び賞与法定福利費引当金の目的使用による取り崩しについて

③　令和５年度予定（令和６年３月３１日）　賞与引当金及び賞与法定福利費引当金の目的使用による取り崩しについて

　　「汚水処理設備の修繕」のため、修繕引当金５，０００千円を取り崩す。

　　職員の期末手当・勤勉手当及びこれに伴う法定福利費の支給のため、賞与引当金１，７６０千円を、賞与法定福利費引当金３５２千円を

　取り崩す。

　取り崩す。

　　職員の期末手当・勤勉手当及びこれに伴う法定福利費の支給のため、賞与引当金１，７１９千円を、賞与法定福利費引当金３４４千円を

重要な後発事象に関する注記
　当年度に該当事項はない。

その他の注記

引当金の取り崩し

  担すると見込まれる額は、３０４，８９２千円である。

企業債の償還に係る他会計の負担

　　予定貸借対照表に計上されている企業債（１年内に償還予定のものも含む。）のうち、企業債の償還に要する資金の一部を一般会計が負
　担すると見込まれる額は、３２９，５４１千円である。

　  予定貸借対照表に計上されている企業債（１年内に償還予定のものも含む。）のうち、企業債の償還に要する資金の一部を一般会計が負

－ ２９ －


